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コンサルティング基礎講座

不動産特定共同事業法（以下、「不特法」又は「法」）
は、投資家から集めた資金を不動産取引で運用する運
用事業者（アセットマネジャー）と、投資家とアセッ
トマネジャーとの間の投資契約の締結をマッチングす
る仲介事業者（プラットフォーマー）の二者に対する
許可等の制度を実施する「業者規制」を中心に定める
法律です。本稿では、不動産特定共同事業法の適用範
囲を中心に解説します。

１．不特法の目的

不特法は、アセットマネジャーとプラットフォーマ
ーの業務の遂行にあたっての責務等を明らかにして両
者の業務の適正な運営を確保す
るとともに、投資家が受けるこ
とのある損害を防止するため必
要な措置を講ずることにより投
資家の利益の保護を図ることで、
不動産特定共同事業の健全な発
達に寄与することを目的として
います。

２．不特法の適用範囲

アセットマネジャーが投資家
から資金を集め、当該資金を一
定の資産や事業（例：有価証券、
貸付金、不動産、宿泊事業、発
電事業等）に投資し、得られた
運用益を投資家に分配する仕組
みを、一般的に「ファンド」と
いいます。

ファンドは、一般的に金融商品取引法（以下、「金
商法」）における「集団投資スキーム（注１）」に該当し、
その運用や集団投資スキーム持分の販売に携わる事業
者は金商法の規制を受けます（注２）。

ファンドのうち、アセットマネジャーが「不動産取
引」による運用を行い、不動産取引から生じた収益又
は利益が投資家に分配される一定の契約が「不動産特
定共同事業契約」に該当するものについては、不特法
の規制が適用されます。

そのため、組成しようとしているファンドに対する
不特法の適用有無を判断するにあたっては、第一に投
資対象に「不動産取引」が含まれるか、第二に投資家
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図表１　不特法の適用有無に関する検討フローチャート

①投資対象に「不動産取引」を含むか？

・宅建業法上の「宅地」を含むか

・宅建業法上の「建物」を含むか

・宅地又は建物の「売買」「交換」又は

「賃貸借」のいずれかを行うか

No

不特法の適用対象外

金商法等、他の規制の

適用有無を検討する

Yes

②投資家との契約が「不動産特定共同事業

契約」に該当するか？

・一人又は数人の者に業務の執行が委任

されるか

・不動産取引から生ずる収益又は利益を

分配するか

No

Yes

不特法の適用対象となる
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